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Ⅰ は じ め に

日本の雇用者に占める非正規雇用者の割合が 3

割を超え1), その属性や就業意識が多様化するな

か, 非正規雇用者の職業能力開発のあり方 言

い換えれば誰がその担い手となるべきなのか

が課題となっている (土田 (2004), 阿部 (2008))｡

日本の労働市場の諸制度や企業の雇用慣行 (国レ

ベルでは社会保障, 雇用保護の適用, 企業レベルで

は賃金制度や職業能力開発・昇進といったキャリア

形成機会へのアクセス等) が正規雇用者を基準に

構築されてきたこともあり, 企業主導が前提の職

業能力開発も, 正規雇用者の内部育成を柱として

きた｡ その結果, この仕組みの外に置かれる非正

規雇用者が長期的に活用できる職業能力を開発す

る機会は限られる傾向にある｡ また, 外部労働市

場の職業能力開発機能が必ずしも十分に整備され

ていないことも考慮すると (黒澤 (2001), 労働政

策研究・研修機構 (2006)), 非正規雇用者がその

職業能力の開発を通じたキャリアの形成を希望し

たとしても, その実現は困難であると言わざるを

得ない (�口・川出 (2003))｡ とりわけ非正規雇

用者のなかでも, 雇用する主体と指揮命令する主

体が異なり, それらとの関わりが派遣就業の期間

に限られる登録型派遣社員は, その職業能力の開

発にあたり一段と高い障壁に直面すると考えられ

る (島貫・守島 (2004))｡

こうした問題意識を踏まえ, 本稿は登録型派遣

社員の職業能力開発に対し独自の仕組みを構築し

ているフランスの事例を取り上げ, 独立行政法人

雇用・能力開発機構, 財団法人国際労働財団の報

告書 ｢非正規雇用者の雇用管理と能力開発に関す

る国際比較調査｣2)の一環として 2006 年にフラン

スで実施されたインタビュー調査3)の結果, およ

び関連文献の研究をもとに, その導入背景や特性

を紹介し, 派遣社員の職業能力開発支援の制度化

に向けてフランスの派遣業界団体や労働組合がど

のような役割を果たしてきたのかを明らかにする｡

本稿の構成は次の通りとなる｡ まず, フランス

における派遣労働の特性や法規制を概観し, 派遣

社員を取り巻く職業能力開発支援の仕組みの導入

背景やその特徴を紹介する｡ つづいて, こうした

職業能力開発支援が派遣社員のキャリア形成にど

のような影響を与えているのかを見たうえで, 同

制度の課題を整理する｡ 最後にフランスの事例か

ら示唆される点について考察する｡

Ⅱ フランスの派遣労働の概要

1 派遣労働の特性

フランスの派遣労働は, 派遣社員を活用する

派遣先企業, 派遣元企業 (以下, 派遣会社) と派
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遣社員の三者関係で構成される｡ 派遣社員は派遣

先企業の指揮命令に従い業務を遂行し, その雇用

や賃金の支払いは登録会社である派遣会社によっ

て行われる｡ 派遣会社と派遣社員の契約は登録型

のみである｡

その市場規模に目を向けると, 2007 年度のフ

ランスの派遣事業は全世界の派遣売上高の 9.9％

を占め, 米国 (32％), 英国 (18％), 日本 (13％)

に次いで世界第 4 位に位置する4)｡ フランス雇用

省調査統計局の DARES によれば, 派遣社員数

は過去 20 年間において約 5 倍の常用雇用換算後5)

で 63 万 7901 人 (常用雇用換算前では約 230 万人に

上ると推定) となり, 同年度の雇用者に占める割

合は 3.6％, 全就労者に占める割合は 2.3％に達

している6)(図 1)｡

当初, 日本と同様, 事務系職種を中心に 1950

年代に発展した派遣労働の担い手は女性であった

が, 1960 年代以降, 派遣労働が戦後の長期経済

成長を背景に工業部門や建設部門の人手不足に対

応する形でブルーカラー職種に浸透していった｡

そうした背景を反映し, 派遣社員は現在も生産労

働に従事する若年層の男性で構成される｡

DARES によれば 2007 年度における派遣社員の

72％は男性であり, その 5 割が 34 歳未満である7)｡

派遣社員が 30 歳未満の若年層に集中しているこ

とは, 2004 年度の派遣社員の年齢構成を全就業

者と比べたときにも明らかである (図 2)｡

産業別の派遣社員の使用状況に目を向けると,

2007 年度の派遣社員を最も多く使用する産業は

工業部門であり (29 万 307 人, 全体の 45.5％), 土

木建設業 (13 万 2351 人, 同 20.7％), 第三次産業

(21 万 987 人, 同 33.1％) 農業 (4256 人, 0.7％)

といった順になる (図 3)｡

また, 派遣社員の職業分類の構成は, 派遣労働

の使用産業を反映して生産労働者に集中しており,

職業資格あり (40％), 同なし (39％) を合計する

と派遣社員全体の 8 割弱に上る｡ 近年派遣社員の

職業資格の水準が上昇し続けていることもうかが

える (図 4)｡

さらに, 派遣社員の派遣期間は全般的に短く,

DARES によると 2007 年度の 1 契約当たりの期

間は前年度同様の平均 1.9 週間である｡ 産業別の

特性として, 工業の派遣契約期間が平均 2.3 週間,

土木建設業が同 2.8 週間となっているのに対し,

第三次産業の派遣契約期間は極めて短く, 平均で

は 1.4 週間となる8)｡ こうした違いは産業ごとの

派遣を使用する事由に起因すると同 DARES が
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出所：PRISME（1986～2007）。 

図１　派遣社員人数推移 

出所：Cereq（2006）（PRISMEの前身SETT（2004），INSEE より Cereq が作成）。 

図２　２００４年度の派遣社員と全就業者の年齢構成 
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指摘する｡ 第三次産業の派遣契約期間はそもそも

1 日から 2 日間の契約に集中しており, 派遣が

｢欠勤社員の代替｣ として利用される傾向を示す

のに対し, 他の産業は ｢一時的な業務量増加への

対応｣ のため派遣を使用すると考えられる9)｡

一方, フランスの派遣社員の就労動機に目を向

けると, 派遣労働雇用基金 (FPETT) が定期的

に実施する派遣社員の意識調査の 2006 年度結果

によると, 2005 年 3 月に派遣労働に従事してい

た調査対象者 (n＝1013 人) の大半が派遣を ｢正

規雇用へのステップ｣, および ｢職業経験・職業

能力開発機会を得る手段｣ として位置づけている

ことが指摘された10)｡ 派遣業界団体の PRISME

の見解では, 派遣社員の 2 割が学校や家庭責任等

との両立が図りやすい働き方として派遣を好んで

選択していると推定している (例えば看護師は都

合のいい時間で働ける派遣を好むようである)｡ しか

し残りの 80％は ｢期間の定めのない雇用契約

(CDI)｣11)を希望しており, 派遣労働はあくまでも

正規雇用へのステップとして捉えているのではな

いかと同団体は考えている｡ PRISME は, 派遣

を通して企業内部にアクセスし, そこで経験を積

みながらスキルを蓄積し, その過程で正規雇用に

移行することを希望する派遣社員が多いのではな

いかと述べている｡ さらに, フランスの手厚い失

業保険制度を背景に, 失業手当の受給資格条件を
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出所：PRISME 2007。 

図３　２００７年度の派遣労働使用の産業別構成 
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図４　派遣社員の職業資格構成推移 

生産労働者（職業資格なし）　　生産労働者（職業資格あり） 

事務系労働者　　　中間　　　上級幹部職 

2004 2005 2006 2007（年） 
514,925 604,335 602,464 570,067 554,878 569,314 585,687 602,828 637,901（人） n:

（％） 

出所：PRISME（1999～2007）。 

注：n＝常用雇用換算後の派遣社員数。 



計算した上で失業手当の受給を目的とする, 派遣

と失業を行き来する者も一定割合存在することも

指摘している12)｡

最後に, フランスの派遣業界の特性にも触れて

おきたい｡ 派遣業界の売り上げの 3 分の 2 が三大

企業 (Adecco/Adia, Manpower, Vediorbis) によっ

て占められており, その他の派遣会社が残りの 3

分の 1 を構成する｡ 大手派遣企業は顧客企業に対

し全国または国際レベルで事業展開する戦略をとっ

ており, そのため全土に営業所を展開する戦略を

採用している｡ その結果営業所数が多く, 派遣会

社 1200 社に対し, 営業所は 6650 に上り, 地域に

密着した営業基盤を確立している13)｡ その背景と

して, フランスの高失業率の一因ともされる, 地

域への強い定着志向に起因する限られた地域間の

労働移動が挙げられ14), そのため派遣会社は労働

者により近い場所で事業を展開せざるを得ないこ

とになる｡ こうした派遣会社の事業展開の特性か

ら, 派遣会社は顧客企業のニーズの把握, 担当地

域の人材ニーズの把握においては, 公共職業安定

所の ANPE より機能する側面があると社会的に

評価され, 失業対策のために公的部門と協力関係

を築くに至っている｡

2 派遣労働を取り巻く法的枠組み

フランスの派遣労働の法的枠組みは 1972 年に

確立され, 派遣が ｢派遣先企業の通常かつ恒常的

業務にかかわる雇用を継続的に充用することを目

的とすることも, また, 結果とすることもできな

い｣ (労働法典 124-2-1 条) といった基本原則は今

なお有効である｡ その主な特徴は, 派遣の対象と

なる ｢職種｣ や ｢業種｣ を (政令で指定された一

部の危険有害業務を除いては) 規制しない代わりに,

派遣が雇用契約の基本原則となる ｢期間の定めの

ない雇用契約｣ の代替にならないように, その

｢使用目的｣ や ｢使用期間｣ を厳しく制限してい

るところにある15)｡ したがって, 派遣の使用は,

1)社員の欠勤・休職の代替 (産休等の代替), 2)一

時的な業務量増加への対応, 3)そもそも期間の定

めのない労働を使わない職種 (季節労働等) のみ

に許可されていたが, フランスの近年の高失業率

を背景に, 2005 年には雇用政策上の事由 (訓練を

目的にした派遣・就職する上で困難に直面する者の

派遣を許可する事由) が新たに追加された｡

また, 派遣契約期間および契約更新回数に上限

が設けられている｡ 派遣期間の上限は更新期間を

含めて 18 カ月に設定され, 更新は 1 回限り許さ

れる｡ 同じ派遣先における同じ職種に関する契約

の更新を行う場合, 2 つの連続した契約の間に一

定期間の経過も必要となっており16), この ｢クー

リング期間｣ が派遣の使用拡大を妨げていると派

遣業界は認識しており, その撤廃に向けてロビー

活動を進めている17)｡

こうした派遣の使用に関する制約の他に, フラ

ンスの派遣社員と派遣先の社員の均等待遇が法で

定められている｡ 派遣期間中の賃金やその他の労

働条件は, 派遣先企業において就労する同様の職

務に就く同等の職業資格の社員のものを下回って

はならないことになっている｡ さらに, 派遣社員

の ｢不安定な身分｣ を補�するために, 派遣社員

が受け取る総報酬額の 10％に上る ｢契約終了時

手当｣ や, 派遣契約期間にかかわらず, 契約終了

時手当を含む総報酬額の 10％に相当する ｢有給

休暇補償手当｣ の支給も義務づけられている｡ そ

の結果, 派遣の使用は利用企業にとってコスト負

担を伴うものとなり, コスト圧縮よりも労働力の

柔軟性の確保が主な使用事由となっていることが

指摘されている18)｡

派遣社員の待遇は, 立法の他に全国レベルの労

使交渉に基づき締結されている労働協約によって

も規定されており, 派遣社員の職業能力開発の制

度化もこうした協約のもと進められた｡

一方, 派遣労働を取り巻く法規制の遵守には課

題が散見され, 派遣労働が法律の本来の意図とは

異なる形で使用されるケースも報告されているよ

うである19)｡

Ⅲ 派遣社員への職業能力開発支援の仕
組み

フランスにおける教育訓練は, 学校教育と見習

訓練から成る ｢若年者｣ を対象とする ｢初期教育

訓練｣ (formation initiale) と, 産業・地域・企業

によって実施される ｢学校を離れた就労者および
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求職者｣ を対象とする ｢継続職業訓練｣ (forma-

tion professionnelle continue) の二本柱で構成さ

れる｡ 派遣社員の職業能力開発はこうした枠組み

のなかで構築されているため, 本節ではまず初期

教育訓練および継続職業訓練の特性を概観したう

えで, 派遣社員への職業能力開発支援が政策的な

課題として位置づけられるに至った背景を紹介す

る｡

1 職業資格の重要性

フランスにおける職業能力の評価基準は, 学

校教育で取得する学歴に基づいており, 学校の各

教育段階に対応する職業資格および学位免状が職

業能力の水準を示す合理的な基準として使用され

ている｡ 言い換えれば, 就業できる職種の範囲が

初期教育訓練で取得する資格によって左右される

ことから, その社会的重要性が大きい20)｡

初期教育訓練は, 一定の教育課程を履修した後

に試験を通過して得る ｢職業資格または学位免状｣

の取得を目的とする｡ 政府が管理するこの資格制

度は, 学歴水準と 6 段階に分かれる職業能力水準

の対応のうえに成り立つ｡ 産業別の労働協約におい

てもこの資格を基準に職務が格付けされており, そ

の格付けに応じて賃金水準・労働条件が決まるこ

とから, 各教育段階で個人が取得する資格がその

人のキャリアの範囲を規定することになる (表 1)21)｡

こうした学歴重視の資格制度は, 企業/産業横

断的な賃金決定や移動を容易にする性格を持つも

のの, 一度初期教育訓練から無資格または低資格

のまま離れた層の取り扱いを大きな課題として抱

えている｡ 低資格および無資格層の雇用される能

力を高めるためには, 少しでも高い水準の職業能

力水準に分類される資格を取得する必要があり,

そうした学校を離れた労働者の資格取得も一つの

目的とする継続職業訓練は, 失業対策の一環とし

て実施される｡

一方, 企業の法的義務である継続職業訓練は直

接雇用の社員を対象としており, 企業が作成する

｢職業訓練計画｣ に基づき労働時間内に実施され

る企業主導の訓練と, 社員個人が勤続年数の要件

を満たしたときに申請できる, 有給の ｢職業訓練

個人休暇｣ (conge� individuel de formation) 等の

個人が主導する訓練で構成される｡ 社員個人が主

導する訓練は, 基金がその選考基準に沿って社員

により提出された訓練計画申請書を審査し, 支給

の有無を決定する｡ 職業訓練負担金制度を通じて

その費用の積立も企業に義務づけられており, 同

制度は企業による訓練実施を推進することになる｡

積立額は, 企業の前年度の総支払賃金額の一定比

率 (10 人以上の企業は前年度の賃金総額の 1.6％,

10 人未満の企業は 0.55％) となる22)｡ その積立額

は, その企業が所属する業界の職業訓練費徴収基

金に積み立てる部分と, 企業が内部で積み立てる

部分で構成される｡

徴収基金は労使により運営されているケースが

多く, 基金はその徴収した資金を, 企業が職業訓

練を実施するに従って実施企業に返金していく｡

年度内に積み立てた資金を消化しない場合, 翌年
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表 1 職業能力水準と学歴水準の対応表

職業能力水準 学歴水準 代表的な職業資格・学位免状 該当職階水準

レベル 1・2
高等教育修了 DEA (高等研究免状) ,

DESS (高等専門教育免状)

上級幹部職

専門職

レベル 3

大学レベル :

バカロレア取得＋

2 年

DUT (技術高等証書), BTS

(上級技術者免状), DEUG

(大学 2 年課程修了証書)

中級幹部職

レベル 4
高校レベル バカロレア 事務職

レベル 5
中学レベル CAP (職業適性証書), BEP

(職業見習免状)

生産労働者 (職業資格あり)

レベル 5・6
中学前期レベル

初等教育修了

生産労働者 (職業資格なし)

資料出所 : 日本労働研究機構 (1997), 厚生労働省 (2006) より作成｡



に持ち越しできず, 基金の共同財源として徴収さ

れるため, 企業は該当年度内に基金積立金, 内部

積立金ともに職業訓練に消化するインセンティブ

を持つ｡ なお, 徴収基金は企業の職業訓練負担金

の一部を運営資金として使用するが, その上限は

1996 年の雇用省の行政命令により取り決められ

ている｡

2 派遣社員の職業能力開発支援構築の背景

そもそも継続職業訓練制度は当初直接雇用さ

れている労働者を対象にしていたため, 短期の契

約で雇用され, 企業横断的に働く派遣社員はその

対象外であった｡ しかしフランスの派遣社員の多

くが無資格または低資格の生産労働者に集中する

ことから, 失業状態に陥りやすく, 短期の派遣契

約の下, 職業能力を開発する機会も限られ, 正規

雇用に移行することが困難である点が問題視され

た｡ また, 派遣の大半が生産現場で使用されるた

め, 派遣社員の高い労災発生率も問題となり, 派

遣社員を巻き込んだ事故を防止する意味でも, 派

遣社員の職業能力開発支援は政策的な課題として

位置づけられた23)｡ 1980 年代から積極的に持たれ

た労使交渉の末に現在の派遣社員の職業能力開発

の仕組みが構築された｡

派遣業界団体との交渉にあたる労働組合は, 国

から認められた, 全国レベルで代表性を有する 5

つの労組 (CGT, CFDT, CGT-FO, CFTC, CFE-

CGC) である｡ 5 つの労働組合は労働協約の締結

権限を持ち, ｢労働協約拡張適用制度｣ に基づき,

締結した労働協約を直接の当事者でない企業と労

働者にまで広げることができる｡ 拡張適用は政府

が決定する｡ こうした労働組合の機能が存在する

ため, フランスの労働組合の組織率は低いものの,

労働協約の適用率は政令による拡張適用手続きを

経て非常に高くなるといった特徴を持つ｡ 言い換

えれば, 労働組合は労働条件を規制する役割を担っ

ていることからその社会的影響力は大きい24)｡

歴史的に見れば, フランスの労働組合は公的職

業紹介機関の職業紹介の独占を脅かすとして, ま

た, ｢不安定な雇用を助長する｣ として, 長い間

派遣業界に対し反対の立場をとり, その禁止を求

め続けた｡ しかし 1972 年に派遣の法的枠組みが

確立されると, 労働組合は派遣の禁止を主張する

のを止め, 派遣業界を非難しつつも, 派遣に伴う

労働者へのデメリットを最小限に留めるために業

界団体と積極的に交渉する戦略をとるようになっ

た25)｡ さらに, 派遣社員と派遣先の従業員との均

等待遇の原則のため, 派遣業界における賃金交渉

は実施しようがない点も, 派遣社員の職業能力開

発支援が労使交渉の重点的な課題として位置づけ

られる動機となった (前述の通り, 派遣社員の賃金

は派遣先企業の同じ職務を担当する同等の職業資格

の社員に沿って決定されており, 賃金は交渉の対象

にはなりえないためである)｡

こうした労働組合の派遣業界に対する批判的な

姿勢や, 社会全体に普及していた派遣業界に対す

るマイナスなイメージを払拭するために, 派遣会

社は早い段階から結束を固め, 業界として派遣社

員の待遇改善に取り組み, 職業訓練や様々な社会

保障の整備を図った26)｡ 1972 年に派遣の法的枠組

みが確立されたものの, 1982 年に左派政権が選

出されると再び派遣労働の原則禁止が政府から検

討される等, 労組を含む社会全体の強い風当たり

にさらされ続けてきた派遣業界は, 存続の危機の

下, その存在意義や働く側にとってのメリットを

常にアピールする必要があったことも, 派遣社員

の職業能力開発支援の構築につながったといえよ

う｡

そして労働組合と派遣業界団体は 1980 年代か

ら派遣社員の処遇改善に向けて交渉を重ね, 締結

された各種協約は派遣社員に一定水準の権利を保

障する枠組みを整備するに至った｡ 代表的な協約

としては, ｢職業訓練に関する協約｣ (2000 年),

｢労働者の健康や安全の保護に関する協約｣ (2003

年), ｢職業訓練に関する協約｣ (2004 年), ｢派遣

労働の使用事由の改正に関する協約｣ (2005 年)

が挙げられる｡

派遣社員の職業能力開発制度において重要な役

割を果たす派遣業界の訓練費徴収基金の派遣労働

訓 練 保 険 基 金 (FAF.TT : Fonds d'Assurance

Formation du Travail Temporaire) も労使交渉の

末 1983 年に設立された｡ FAF.TT は労使双方の

同数の代表者で構成される運営委員会によって共

同決定方式に基づき運営される｡ 派遣社員の職業
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訓練に関する決定を共同で行うことにより, 労使

が対立的にならず, 双方にとってよりよい合意に

たどり着くことが狙いである｡

また, 訓練期間中の派遣社員の身分を保障する

ため, 派遣会社主導の職業訓練の実施期間中は,

派遣社員と派遣会社の間に ｢職業訓練を目的とし

た派遣契約｣ (contrat de mission formation : 労働

法典 124-21 条) といった派遣労働特有の契約が

構築された｡ 訓練期間中に派遣社員が最後に行っ

た契約に基づく賃金が派遣会社から支払われ, 職

業訓練期間に対する 10％の有給休暇補償手当も

支給される｡ ただし, 契約終了時手当は支給され

ない｡

3 派遣社員の職業能力開発支援制度の概要

派遣社員の待遇をめぐる労使交渉の重点的な

課題がその職業能力開発のあり方であった｡ 前述

のように, 既存の継続職業訓練が直接雇用されて

いる従業員を前提としていたため, 企業横断的に

働く派遣社員は特に個人主導の継続職業訓練の申

請要件を満たすことができなかった｡ そこで, 労

使は派遣社員が職業能力開発を受けられる要件を

派遣といった雇用形態に適用させ, ｢同一企業の

従業員として｣ ではなく, ｢派遣社員として｣ 働

いた時間を, 職業能力開発支援を受ける要件にし

た｡ 派遣社員がその派遣会社にかかわらず ｢派遣

社員として｣ の累積就労時間が継続職業訓練の申

請要件になるため, 派遣社員の職業能力開発への

アクセスが容易になった｡

(1)派遣会社が主導する職業訓練

派遣会社が派遣社員に対し行う職業訓練は, 派

遣会社の訓練負担金の大半を占める企業独自の訓

練計画 (負担金前年度総支払賃金の 2％のうち, 1.2

％) と各種契約 (同 0.5％) からなり, 合計で積

立金の 1.7％が企業主導の職業訓練に, 残り (同

0.3％) が個人主導の訓練に充てられる (図 5)｡

派遣会社の直接雇用の社員の職業能力開発が優先

されない措置として, 積み立てられた資金の少な

くとも 50％が派遣社員の職業能力開発に使用さ

れなければならないことも取り決められている｡

こうした訓練を行う派遣会社の動機づけとして,

1)職業訓練のために積立資金の活用 (継続職業訓

練が企業に義務づけられ, 事前に積み立てられた資

金を訓練に使用しない場合失われるなら, 派遣会社

は訓練を実施することを選択する), 2)派遣先企業

のニーズに対応するための派遣社員の能力水準の

向上 (派遣会社が派遣先企業のニーズに対応するた

めに, 顧客企業と連携して, その人材ニーズを予測

した上で求められるスキルを養成することができる｡

競合他社よりいちはやく顧客企業が求める能力を持

つ派遣社員を養成することが差別化の要因になる),

3)派遣社員の定着率の向上 (派遣会社が派遣社員
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図５　派遣会社による継続職業訓練への拠出 

出所：FAF. TT より筆者作成。 
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に職業訓練の機会を提供しても, 派遣社員がその会

社で働き続けるとは限らないが, 派遣社員の定着率

を上げるために訓練提供が使用される) といった点

が挙げられる｡

派遣会社主導の職業能力開発の詳細を見ると,

派遣会社独自の職業訓練計画の一環として行われ

る職業訓練と, 派遣業界共通のルールで規定され

る, OFF-JT の職業訓練と派遣先企業での実務を

交互に行う交互訓練契約を通じて行われる｡ 詳細

は表 2 の通りである｡

派遣会社の職業訓練計画は主に短期の訓練

(FAF.TT の 850 派遣会社の 2007 年度の職業訓練計

画を分析した結果, ｢数時間｣ が職業訓練合計の 66％,

｢数週間｣ が同 16％, ｢数カ月以上｣ が同 18％) で構

成され, 派遣社員の派遣開始前の能力向上, 派遣

先のポストへの適応促進を目的とし, 一般的には
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表 2 派遣会社主導の職業訓練制度

職業訓練計画に基づく訓練 職業化契約 派遣社員の能力開発契約 派遣社員の就職促進契約

Plan de Formation
Contrat de

Professionnalisation (CP)

Contrat de De�veloppement

Professionnel des Inte�rimaires

(CDPI)

Contrat d'Insertion

Professionnelle des

Inte�rimaires (CIPI)

訓練受講資格

派遣社員として勤務した経験が

あること

・ 職 業 資 格 を 保 持 し な い

16～25 歳の若年者

・または 26 歳以上の求職者

職業資格レベルの低い派遣社員

が対象であり, レベル 5 からレ

ベル 4 の職業資格保持者で

CDPI 開始前の 12 カ月間の内,

派遣社員として 450 時間以上働

いた者

求職者かつ年齢, 障害その他の

職業的, 家庭的事情等により就

職が特に困難な者

訓練・契約の目的

・派遣先企業の職種への適応

・求められる職業への適応

・職業能力開発

理論の習得を目的とする企業外

の職業訓練 (OFF-JT) と派遣

先会社での実務 (OJT) を交互

に実施することにより, 受講者

の雇用される能力を高めること

を目的とする

公的職業資格, 業種で認定され

ている資格の取得を目指す

能力水準の向上を通じて, 労働

者を派遣できる職種の範囲を広

げる

能力水準の向上を通じて失業者

の就職を促進する

手続の手順

派遣社員と派遣会社の間に以下

の契約が締結される :

派遣会社は労働者が取組む職業

訓練と関連する派遣契約を提供

することを約束する

その代わり, 労働者はその派遣

会社の提供する派遣契約に従事

し, 予定された職業訓練を受け

て必要な試験等を受けることを

約束する

派遣会社は CDPI 修了後の 3 カ

月以内に CDPI で取得した資格

に合った派遣契約を提供するこ

とを約束する

その代わり, 派遣社員は職業訓

練を受講することを約束し, 提

示された派遣契約を受け入れる

ことを約束する

労働者と派遣会社の間に以下の

契約が締結される :

派遣会社は労働者が取組む職業

訓練と関連する派遣契約を提供

することを約束する

その代わり, 労働者はその派遣

会社の提供する派遣契約に従事

し, 予定された職業訓練を受け

て必要な試験等を受けることを

約束する

訓練・契約の期間
数時間 6 カ月から 24 カ月 175～450 時間 職業訓練と派遣契約を交互に実

施し, 職業訓練は210～420時間

訓練・契約期間中の報酬

職業訓練期間中の賃金補償 : 訓

練開始前の最後の派遣契約時に

支給された報酬が基礎となる

職業訓練期間中の賃金補償 :

21 歳未満の派遣社員 : 最低賃

金の 55％

21 歳以上 25 歳以下の派遣社員

: 最低賃金の 70％

26 歳以上の派遣社員 : 最低賃

金の 100％

派遣契約期間中の賃金 :

通常の派遣に基づく報酬が支払

われる

職業訓練期間中の賃金補償 :

CDPI 請求前の最後の派遣契約

時に支給された報酬が基礎とな

る

派遣期間中の賃金 : 通常の派遣

契約に基づく報酬が支払われる

職業訓練期間中の賃金補償 : 最

低賃金に相当する額

派遣期間中の賃金 : 通常の派遣

契約に基づく報酬が支払われる

職業訓練費用・

賃金補償の負担

基本的に派遣会社負担だが,

FAF.TT に任意拠出した積立

金がある場合, FAF.TT より

返金が行われる

FAF.TT が一部負担する

職業訓練 1 時間に対し, �18

を派遣会社に支給/返金

FAF.TT が一部負担する

職業訓練 1 時間に対し, �21

を派遣会社に支給/返金

FAF.TT が一部負担する

職業訓練 1 時間に対し, �21

を派遣会社に支給/返金

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 徴収額合計 (�)
39,085,043 77,824,092

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 拠出額合計 (�)
32,007,445 69,080,797

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 訓練受講者合計

(派遣社員)

41,810 人

1,188,052 時間
4,324 人 4,767 人 3,604 人

出所 : FAF.TT (2007) より筆者作成｡



派遣会社が提携する外部の職業訓練機関で行われ

る｡ 訓練が実施される分野も, 前述 FAF.TT の

分析結果に基づくと, 長時間を要しない免許の更

新, 既存の知識のアップデート等が挙げられる｡

具体的には, 特定技能の習得 (職業訓練合計の

58％), 免許の取得 (26％), 安全衛生教育 (12％),

PC 関連 (2％) となっている｡

訓練の対象者の基準や訓練の方法が派遣会社の

裁量に任されている職業訓練計画のなかで行われ

る訓練とは別に, 対象者や実施方法が取り決めら

れている交互訓練契約は, 派遣業界に限定されな

い共通のルールで規定される長期の職業化契約

(contrat de professionnalisation) と, 派遣業界特有

の短期訓練契約 (派遣社員の就職促進契約 : contrat

d'insertion professionnelle des inte�rimaires と派遣

社員の能力開発契約 : contrat de de�veloppement

professionnel des inte�rimaires) で構成される｡ 職

業化契約 (CP) は若年層を対象にしており, 派

遣先で実務に就きながら, 専門職業訓練機関また

は学校で職業資格の取得を目的にした訓練を受け

る｡ 訓練は理論を学ぶ社外訓練と, 派遣先での実

務訓練の交互訓練によって構成される｡

職業化契約 (CP) は人材難に陥っている業種

(建設, 宿泊, 飲食等) や職種 (溶接工, 長距離運転

手等) において利用され, 訓練期間のより短い派

遣社員の能力開発契約 (CDPI) や派遣社員の就

職促進契約 (CIPI) は特定の派遣先企業が求める

資格や派遣社員の能力水準を向上させることを目

的とする｡ 派遣会社は常に顧客企業, および担当

する地域の具体的な人材ニーズを把握した上その

ニーズを満たすために訓練を開始するため, 訓練

を受けた派遣社員の受け皿は基本的に訓練開始前

に保証されている｡

一方, 派遣会社は派遣社員の職業訓練を実施す

るうえで困難にも直面しており, とりわけ長期の

職業訓練の受講希望者をみつけること, 職業訓練

期間中に受講者のモチベーションを維持させるこ

とが挙げられる｡ その背景として派遣社員には,

学校に対するマイナスのイメージを持つ者が多い

ため, 短期 (2 日から 3 日) の訓練を受け入れる

ことができても, 長期 (1 カ月以上) の訓練にな

ると抵抗をしめす傾向が指摘されている27)｡

(2)派遣社員個人が主導する能力開発制度

継続職業訓練のもう一つの柱である派遣社員個

人が主導する職業訓練の流れは次の通りである｡

派遣社員個人は, 能力評価休暇 (CBC) の取得に

より, 公的機関でキャリアカウンセリングを受ける

ことができる｡ 派遣社員はそこで希望する職業訓

練を明らかにした上で, 職業訓練個人休暇 (CIF)

を申請する｡ CIF は職種または業種転換を可能と

する国家資格または業種認定資格の取得を目的と

しており, そのためには長期の職業訓練専門機関・

学校による訓練の受講が必要となる (表 3)｡

職業訓練個人休暇は長期間にわたる賃金補償や

訓練費が発生するため, コストが高く, 希望者全

員が CIF を取得することは徴収基金の予算上制

約がある｡ 書類選考に基づき派遣社員の訓練実施

の 可 否 を 決 定 す る の が FAF.TT で あ る ｡

FAF.TT の選考の基準において, 訓練計画が現

実的であるか否か (非現実的な職業訓練計画は落と

される), 職業資格を保持していない, または低

水準の資格に留まっている者であるか (労働市場

できわめて不利な状況にある者の資格取得が優先さ

れる), の二点が特に重視される28)｡

Ⅳ 派遣社員への職業能力開発支援の効
果と課題

派遣社員, および職業訓練を経て派遣社員とし

て就業する者の職業能力開発を支援する職業訓練

の各種制度の特性として, 訓練を通じて習得され

る技能の性格があくまでも企業横断的でなければ

ならないといった点がある｡ フランスにおける派

遣社員の職業訓練を実施したとき, 訓練費として

積み立てた資金を活用するためには, 訓練を通じ

て特定の企業に属する ｢企業特殊能力｣ の取得を

目的とするのではなく, あくまでも企業・産業横

断的な職業資格および免許を得ることが必要とな

る｡ この仕組みを支えているのが初期教育訓練に

基づく職業資格制度である｡

FAF.TT が実施したアンケート調査によれば

こうした訓練が派遣社員のキャリア形成に一定の

効果を与えていると, 評価されている｡ 特に職業

化契約 (CP) と職業訓練個人休暇 (CIF) が派遣

紹 介 フランスにおける派遣社員への職業能力開発支援の取り組み
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表 3 派遣社員主導の職業訓練

職業訓練個人休暇 職業訓練への個人の権利 能力評価休暇 職業経験認定休暇

CIF DIF CBC VAE

Conge�Individuel

de Formation

Droit Individuel

a�la Formation
Conge�Bilan de Compe�tences

Conge�de Validation des

Acquis de l'Expe�rience

応募資格

・CIF 申請日から直近 18 カ月

の間, 派遣労働者として 1600

時間以上働いていること

・その内 600 時間が CIF 請求

時に所属する派遣会社で働いて

いること

・特例 1)直近 36 カ月の間に派

遣労働者として合計 4500 時間

働いた場合, 優先的に CIF を

受けることができる

・特例 2)労災の結果, 被災前

に就いていた職種に就けなくなっ

た派遣労働者は上記応募資格を

満たさなくても CIF を受ける

ことができる

直近 24 カ月の間派遣労働者と

して 2700 時間以上働き, その

内少なくとも 2100 時間を DIF

を請求するときに所属する派遣

会社で派遣労働者として働いた

者

・雇用形態にかかわらず雇用者

として 5 年以上の職業経験を有

し, その内 CBC 申請時から直

近 15 カ月の間派遣労働者とし

て少なくとも 1600 時間以上

CBC 申請時に所属する派遣会

社で働いた者

または

・CBC 申請時から直近 30 カ月

の間派遣労働者として 3200 時

間以上働いており, その内

CBC 申請時に所属する派遣会

社で 1600 時間以上働いた者

直近 12 カ月の間に派遣労働者

として 1600 時間以上働いた者

職業訓練制度の目的

派遣労働者が希望する職業訓練

を受けることにより, 能力向上

を図り, 職種・業種の転換, 国

家資格・業種認定資格の取得を

目指す

派遣労働者として働いた時間に

応じて積み立てた職業訓練用の

時間の使用方法は, 能力開発,

CBC または VAE 等である

公的認可機関でのキャリアカウ

ンセリング受講を目的とする

CBC は派遣労働者が職業訓練

を計画する前段階として, 現在

保有する能力や今後必要な職業

訓練を明確にするために取得す

る休暇である｡ 具体的には :

・過去の職業経験を評価する

・現在の希望を明らかにする

・現時点保有する能力を評価す

る

→その結果, 必要な能力開発を

明確にし, 本人の希望等によっ

ては職業訓練計画に取り組むこ

とになる

派遣労働者の現時点までの職業

経験を資格の形で認定すること

を目的とする

⇒学歴社会において低学歴・無

学歴の労働者の雇用される能力

を高めることを目的とする

⇒職業経験によって得た技能を,

該当機関の試験を受けることに

よって, 労働者の最終学歴から

1 段階上の学位に相当する資格

を取得することができる

申請の手順

申請時に所属する派遣会社に

CIF を請求する

⇒CIF 申請願書を作成し,

FAF.TT に提出する

⇒合格すれば CIF を取得し,

訓練を開始する

申請時に所属する派遣会社に

DIF 申請届を提出し, 派遣会

社は許可の有無を回答する

⇒許可を得た場合, 研修用に積

み立て時間を使用することがで

きる (一般的に就業時間外に行

われる)

申請時に所属する派遣会社に

CBC を請求する

居住地域における FAF.TT に

より CBC を行えると認定され

ている機関を選択し, FAF.TT

への申請願書を作成する

FAF.TT に願書を提出する

合格すれば認定機関で能力の評

価を行う

職業経験の資格認定を受ける際,

試験あるいは試験準備のために

24 時間を限度とする休暇を取

得する

職業訓練の期間

パートタイムで受ける職業訓練

: 最長 1200 時間

フルタイムで受ける職業訓練 :

最長 1 年

労働時間 2700 時間ごとに 40 時

間, 最長 120 時間

最長 24 時間 最長 24 時間

職業訓練期間中の

賃金負担

CIF 請求前の最後の派遣契約時

に支給された報酬が基礎となる

: 報酬の 8 割から全額が支給さ

れる

賃金補償は派遣会社が立替,

FAF.TT が派遣会社に払い戻す

DIF 請求前の最後の派遣契約

時に支給された報酬が基礎とな

り, 時給の 50％が派遣会社に

より支給される (派遣会社負担

である)

CBC 中の報酬は FAF.TT が負

担する

報酬の算定基礎は直近 12 カ月

間の平均月収である

派遣会社が立て替えた休暇分の

補償を FAF.TT に請求する

DIF の一環として VAE を取得

する場合, 派遣会社が負担する

CIF の一環として VAE を取得

する場合, FAF.TT が負担す

る

職業訓練費の負担

FAF.TT が負担する (訓練機

関に直接支払う)

派遣会社が負担する FAF.TT が負担する (上限�1

525, 認定機関に直接支払う)

DIF の一環として VAE を取得

する場合, 派遣会社が負担する

CIF の一環として VAE を取得

する場合, FAF.TT が負担する

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 徴収額合計 (�) 46,764,517

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 拠出額合計 (�) 42,161,488

FAF.TT の 2007 年度の

実績 : 訓練受講者合計

(派遣社員)
2,251 人 NA 328 人 52 人

出所 : FAF.TT ‶Quel financement pour le FAF.TT?" より筆者作成｡



社員の ｢期間の定めのない雇用契約｣ への移行を

促進することが示された (表 4)｡

しかし各訓練制度の利用者数を 60 万人以上に

上る常用雇用換算後の派遣社員数に照らし合わせ

ると, その数が極めて限定的であると言わざるを

得ない｡ その背景としては, 派遣会社・徴収基金

の予算の制約も一因であろうが, 派遣社員に対す

る職業能力開発支援には多様な仕組みが存在し,

それぞれの運用方法が複雑であることも要因の一

つとして考えられる｡ それにより派遣社員がその

職業能力を開発したいと考えたとき, 必要な情報

を収集し, 訓練計画を立てることは容易ではない｡

また, そもそも人材開発部局を保持しない中小規

模の派遣会社も制度の全体像を把握していない可

能性が高い｡ FAF.TT は派遣社員および中小規

模の派遣会社を対象に職業訓練に関するカウンセ

リングを行っているものの, 派遣社員の多くが低

資格または無資格であることを考慮すると, 訓練

に関する情報へのアクセスを簡略化し, 制度の運

用を改善する余地はあると考えられる｡

こうした課題を背景に, 派遣業界に限定しない

継続職業訓練の現状に対し批判的な見方を持つサ

ルコジ政権は, その制度改革に取り組むことを発

表し, 2008 年 9 月末から継続職業訓練の見直し

に向けて労使交渉が開始された｡

Ⅴ おわりに フランスの事例からの示唆

本稿では, 非正規雇用者の職業能力開発という

日本と共通する課題に対する施策として, フラン

スで構築されている国および業界レベルを通じた

仕組みの概要を紹介した｡ 社会的背景の違いはあ

るとはいえ, 雇用形態の多様化, 非正規雇用の増

加に対する日本における諸施策の検討に向けて,

以下のように, フランスにおける問題解決へのア

プローチは参考になる事例であるといえよう｡

フランスの派遣社員は職業能力開発を行う上で

次の課題に直面すると考えられる｡ 1)企業横断的

に働く派遣社員の就労期間が短期であるために,

職業能力開発機会が不足しがちとなり, 結果的に,

体系的かつ汎用的な能力を蓄積するのが困難であ

ること, 2)正規雇用を希望し, その手段として派

遣に従事する者は少なくないが, 就職するために

重要視される職業資格水準が概して低く, その水

準を高める機会が限られていること, である｡

フランスにおいては, こうした派遣社員が職業

能力を開発する上で直面する課題を踏まえた制度

設計を行っている｡ 登録する派遣会社や契約の長

短にかかわらず, ｢派遣社員｣ として就労した時

間を累積することによって職業訓練の申請要件を

満たすことができる点や, 派遣先企業での OJT

を重視しつつも, 職業資格の取得促進および汎用
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表 4 職業訓練修了半年後の雇用形態 (2006 年 9 月時点・単位％)

派遣会社主導の職業訓練
派遣社員主導の

職業訓練

職業訓練を受けてい

ない派遣社員の就業

状況

職業化契約

(CP)

派遣社員の能力

開発契約 (CDPI)

職業訓練個人休暇

(CIF)

n n : 948 n : 1,323 n : 1,307 n : 1,013

職業訓練修了から半年経過後

期間の定めのない雇用契約 (CDI) 36 16 26 16

期間の定めのある雇用契約 (CDD) 9 7 13 9

派遣 33 61 46 39

学生・訓練受講生 3 2 3 7

求職者 18 13 12 23

非労働力化 1 1 0 6

合計 100 100 100 100

出所 : FAF.TT (2008a) より筆者作成｡



的な能力の蓄積を重視する訓練内容は, 派遣社員

の企業横断的な働き方に合わせた工夫をしており,

日本の参考にできる点が少なくないと考えられる｡

派遣会社主導の訓練のみならず, 派遣社員主導の

訓練を支援する機能も備える仕組みは, 派遣社員

が主体的にその職業訓練やキャリア形成に取り組

む姿勢を促すことにも繋がっていると考えられる｡

このように派遣社員の職業訓練を労働者個人や

個別の企業に委ねるのではなく, 業界共通の課題,

および政策上の課題として位置づけている背景に

は, 派遣業界がその存続のために業界のイメージ

改善の手段として, 社会的評価を得るために派遣

社員の職業能力開発支援に対し積極的に関与して

きた点が挙げられる｡ また, 派遣社員の職業訓練

のあり方は, 政策的な枠組みにおいて労使交渉を

通じて決められたルールで規定されており, その

費用も業界単位で分担されること, そして費用の

配分に際し, 労使で運営される訓練費徴収基金が

中立的な役割を果たすことも同制度の大きな特徴

である｡ このような特性が, ｢誰が派遣社員の職

業訓練を担うべきなのか｣ の問いに対するフラン

スの回答になるといえよう｡

＊本稿は平成 19 年度独立行政法人雇用・能力開発機構, 財団

法人国際労働財団の報告書 ｢非正規雇用者の雇用管理と能力

開発に関する国際比較調査｣ の第二章 ｢フランス｣ や, 日本

労務学会第 38 回全国大会 (2008) で行った報告 ｢フランス

における派遣労働者の職業能力開発への取り組み｣ をもとに

加筆修正したものである｡ 調査委員会の委員の方々および日

本労務学会の出席者から多くの有益なコメントをいただき,

記して感謝したい｡ 執筆にあたって佐野嘉秀氏 (法政大学),

鈴木宏昌氏 (早稲田大学) からいただいたご指導には改めて

感謝を申し上げる｡ なお, 本稿に含まれうる誤りはすべて筆

者の責任である｡
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平均では非正規雇用者は 1737 万人に上り, 役員を除く雇用

者に占める割合は34％に至った (前年同期比＋0.3ポイント)｡
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